
              
 

平成 26 年 7 月 31 日 

沖 縄 電 力 株 式 会 社 

 

沖縄本島系統における再生可能エネルギー接続について 
  
平成 24 年 7 月の「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の開始から、当社管内にお

きましても太陽光発電を主とする再生可能エネルギー（以降､再エネ）の接続が進んでおり、

当社としましても再エネ発電設備の導入拡大に積極的に取り組んでおります。 
平成 25 年度末の沖縄本島系統における出力 300ｋＷ未満を含めた太陽光発電の接続量な

らびに接続の申込量は、この 1 年間で前年度までの累積接続量を上回る勢いで急増し、当社

の予想をはるかに上回るものとなっております。 
 
沖縄本島は系統規模が小さいことに加え、独立系統である等の要因から、再エネの接続量

に限界が生じやすい状況となっており、お申し込みいただく太陽光発電がすべて接続された

場合、電力の安定供給に影響を及ぼす可能性があることから、平成 26 年 4 月 1 日以降の出

力 300ｋＷ未満の接続申込量について最大限受け入れが可能となるよう慎重に検討を行って

まいりました。（別紙参照） 
その結果、現在、300ｋＷ未満の接続申込の回答をお待ちいただいております、本年 7 月ま

でのお申し込み分につきましては、接続できる見込みとなりましたのでお知らせいたします。  
ただし、本年 8 月以降の接続のお申し込みについては、申し込み状況により接続が難しく

なることが予想されますので、ご了承下さいますようお願いいたします。 
  
なお、今後の対応策等につきましては別紙のとおりとなっております。また、関係省庁や

沖縄県などとの連携を図りながら太陽光発電の接続可能量の拡大に向けて取り組んでまいり

ます。皆さまのご理解とご協力をお願いいたします。 
 
 
 
【別紙】 
  沖縄本島系統における再生可能エネルギーの接続についての対応        
 
 

以 上 
 

 



 

平成 26 年 7 月 31 日 

沖 縄 電 力 株 式 会 社 

 

 

沖縄本島系統における再生可能エネルギーの接続についての対応 

 

1．背景・経緯 

平成24年7月の「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の開始から、当社

管内におきましても太陽光発電を主とする再生可能エネルギー（以降、再エネと

称す）の接続が進んでおります。 

当社の沖縄本島系統における再エネの接続につきましては、平成 25 年 12 月 3

日に経済産業省から公表されたとおり（参考1）、沖縄本島は系統規模が小さいこ

とに加え、独立系統である等の要因から、再エネの接続量に限界が生じやすい状

況となっております。そのため、出力 300ｋＷ以上の太陽光発電については、系

統周波数維持の観点から57ＭＷという接続限界の目安を公表し、対応していると

ころです。 

このような状況の中、平成25年度末の沖縄本島系統における出力300ｋＷ未満

を含めた太陽光発電の接続量は、この1年間で前年度までの累積接続量を上回る

勢いで急増しております。また、平成 26 年 3 月の１ヶ月間においては、平成 25

年度の単価適用を希望される接続申込が殺到したことから、これまでの当社予想

をはるかに上回るものとなっております。 

接続申込の状況より、太陽光発電の接続可能量を超過する恐れがあり、今後の

接続状況は厳しくなることが想定されたことから、平成26年4月1日以降の接続

申込については、接続可能量の検討結果を取りまとめるまでの間、回答までしば

らくお待ちいただいております。（参考2） 

 

2．太陽光発電等の再生可能エネルギー接続について 

今般、接続申込の状況を踏まえ、電力の安定供給を確実に行えるよう慎重に接

続可能量を検討するとともに、太陽光発電を出来る限り接続できるよう以下に示

す対応策(1)～(3)などの検討を行ってまいりました。 

その結果、現在、接続申込の回答をお待ちいただいております出力 300ｋＷ未

満で申込をされている皆さまにつきましては、本年7月までの申込分について、

接続できる見込みとなりましたのでお知らせいたします。 

 ただし、本年8月以降の接続申込状況によっては、接続が難しくなることが予

想されますので、ご了承下さいますようお願いいたします。 

なお、以下に示す対応策(4)又は(5)などの実施により接続を希望される場合に

は、当該事業者の皆さまと個別にご相談させていただきます。 

皆さまのご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

  

別 紙 



 

3．対応策の概要  ※詳細については添付をご参照ください。 

 （1）当社火力発電機の出力最下限での運用による接続可能量の拡大 

 （2）当社再エネ設備を停止することによる接続可能量の拡大 

（3）沖縄本島系統における風力発電接続可能量の残枠の活用による接続 

可能量の拡大 

（4）特定期間の太陽光発電停止による追加的な接続の調整 

 （5）太陽光発電設備側での蓄電池設置による追加的な接続の調整 

         

 

【添付】 

沖縄本島系統における再生可能エネルギーの接続について≪対応策≫ 

 

【参考】 

（参考 1）沖縄本島における太陽光発電の接続についての対応（平成 25 年 12

月3日付、資源エネルギー庁 省エネルギー･新エネルギー部） 

（参考 2）沖縄本島系統における太陽光発電設備等の接続について《接続申込

に係る回答の一時保留のお知らせ》（平成26年7月9日付、沖縄電

力株式会社） 

以 上 

  



 

 

平成 26 年 7 月 31 日 

沖 縄 電 力 株 式 会 社 

 

沖縄本島系統における再生可能エネルギーの接続について≪対応策≫ 

 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の施行後、平成25年12月24日に出力

300ｋＷ以上の太陽光発電の接続申込量が、沖縄本島系統における接続可能量の目

安である57ＭＷ程度を超過したことをお知らせいたしました。 

出力 300ｋＷ未満を含めた太陽光発電の接続申込量について、本年 8 月の申込

状況によっては、接続可能量の上限である 310ＭＷ程度に達する見込みとなって

おります。接続可能量（310ＭＷ程度）の検討にあたっては、以下に示す対応策1

～3を織り込むことで、最大限の導入拡大を図っております。 

なお、以下に示す対応策4又は5の実施により接続を希望される場合には、当

該事業者の皆さまと、個別にご相談させていただきます。 

 

対応策1：当社火力発電機の出力最下限での運用による接続可能量の拡大 

  ○太陽光発電の出力増加に対して、当社火力発電機の出力を運用上の最下限

まで絞り込むことで、接続可能量の拡大を図りました。 

   ※接続可能量（310ＭＷ程度）に織り込み済み。 

 

対応策2：当社再エネ設備を停止することによる接続可能量の拡大 

○電気の需要が少ない11月から5月の7ヶ月間において需要と供給のバラン

スが厳しくなる場合には、当社再エネ設備を停止することで、接続可能量

の拡大を図りました。 

   ※接続可能量（310ＭＷ程度）に織り込み済み。 

 

対応策3：風力発電接続可能量の残枠の活用による接続可能量の拡大 

  ○風況により出力が大きく変動する風力発電については、平成 18 年 2 月 17

日に沖縄本島系統における風力発電接続可能量 25ＭＷをお知らせ致しま

した。現状、風力発電の既接続量および接続予定量の合計は17ＭＷであり、

風力発電の追加申込がない状況であることから、残りの 8ＭＷを太陽光発

電の拡大へ割り当てて対応することとしました。 

   ※接続可能量（310ＭＷ程度）に織り込み済み。 

   ※但し、昼間の太陽光が発電している時間に風力発電を停止していただく

ことで、風力発電接続可能量の上限である25ＭＷまでは接続可能。 

  

添 付 



 

対応策4：特定期間の太陽光発電停止による追加的な接続の調整 

○電気の需要が少なく、特に需要と供給のバランスが厳しくなる 2 月から  

4 月の 3 ヶ月間において、太陽光発電の出力を抑制（発電停止など）して

いただくことで、追加的に接続が可能となる場合があります。 

 

 

対応策5：太陽光発電設備側での蓄電池設置による追加的な接続の調整 

○太陽光発電設備側にて蓄電池を設置していただき、昼間の太陽光発電電力

を全量蓄電池へ充電し、18時頃～25時頃の時間帯に放電をしていただくこ

とで、追加的に接続が可能となる場合があります。 

 

 

以 上 










